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要旨 

 新型コロナウイルス感染症の世界的なパンデミックからほぼ3年が経過した。日本の鉄道事業が、コロナ禍に

よって、バブル崩壊やリーマンショック、二度の大震災をはるかに超える影響を被ったことは、研究紀要第27号

で報告の通りであるが、その後、オミクロン株による数次の感染、行動規制緩和等を経る中で、その変容がどの

ようになるか見通しがつく項目も出始めている。本稿では、各社の2021年度決算、2022年度第二四半期決算、月

次開示データを主体に、そのほかの諸データを併せ、鉄道事業の将来を考察することとしたい。 

 

キーワード： 新型コロナウイルス、鉄道輸送人員、行動変容、運賃改定、都市構造の変化 

 

 

1. 新型コロナウイルスが鉄道事業に与えた影響 

1.1. 輸送実績（輸送人員・収入）に与えた影響 

1.1.1. 2021年度の輸送実績 

まず、年度決算として完結している2021年度の輸送実績を概括することとしたい。表１に大手民

鉄・JR各社の2021年度の輸送人員・運輸収入を、2019年度を100とする指数で示す。 

定期輸送人員では、関東各社が70台に低迷しているのに対し、名古屋以西各社は80台を確保して

おり、2020年度と同様、西高東低の傾向が見られる。その理由としては、昨年も記したように、東

京圏においては、テレワークに取り組みやすい情報通信産業や中枢管理機能（本社機能）に携わる通

勤者の比率が高いことが考えられる。また、東京圏では、西側の各社が75を下回っており、やはり

2020年度同様、東高西低の傾向が見られる。さらに、この指数を2020年度と比較すると、表2に示す

ように定期の回復は鈍く、とりわけ通勤定期については開示各社すべてがマイナスとなっている。 

一方、定期外輸送人員においては、定期とは逆に関東各社の多くが80に達した一方、名古屋以西

各社は70に満たない社もあり、東高西低の傾向が見られる。また、都道府県境を跨ぐ長距離の移動

にかかわる新幹線、空港、長距離特急関係の定期外輸送は、全般的に低調である。 

しかしながら、この指数を2020年度と比較すると、表2のとおり定期外のポイント増加は、定期よ

りも大きく、特に関東各社は10ポイント以上の増加をとなっている。 
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表1 大手民鉄・ＪＲ各社の輸送人員・運輸収入指数（2021年度：2019年度＝100） 

 

出典：各社決算短信、決算説明会資料等 

 

表2 大手民鉄各社の輸送人員指数2021年度対2020年度比較（2019年度＝100） 

 

出典：各社決算短信、決算説明会資料等 

輸送人員 　 定期 定期 計 備考 運輸収入 　 定期 定期 計 備考

通勤 通学 外 通勤 通学 外

東武 79.7 80.5 77.6 79.9 79.8  東武 79.3 79.5 77.4 74.9 76.9 特急55.5

西武 74.4 74.9 72.6 80.8 77.9 西武 75.9 76.2 73.3 78.8 77.5

京成 78.2 75.1 76.9 成田38.4、特急24.8 京成 76.9 55.2 62.4 成田27.9、特急21.1

京王 71.1 71.6 69.4 79.7 74.5 京王 70.2 70.5 67.5 78.7 74.9

小田急 73.2 73.8 71.8 80.2 75.9 小田急 73.7 74.2 70.5 76.9 75.5

東急 70.3 69.8 72.1 83.7 75.6 東急 68.5 68.4 69.7 83.4 76.5

京急 74.3 75.3 74.7 羽田54.0 京急 73.7 70.2 71.6

相鉄 76.7 76.8 76.2 82.8 78.8 相鉄 76.8 77.0 74.0 82.0 79.4

東京メトロ 67.0 71.4 68.9 東京メトロ 68.0 73.0 70.7

名鉄 85.1 68.6 79.9 名鉄 83.4 63.8 72.6

近鉄 86.6 69.5 79.7 近鉄 84.6 61.8 69.2 特急51.2

南海 82.5 67.5 76.4 空港線37.4 南海 81.6 58.6 67.7 空港線29.5

京阪 82.6 66.9 74.8 京阪 82.4 69.0 73.5

阪急 82.0 84.0 77.1 73.4 77.9 阪急 84.0 85.1 76.3 73.4 77.2

阪神 86.2 88.3 78.4 70.9 78.9 阪神 86.2 87.3 77.0 71.1 76.6

西鉄 87.6 69.1 79.3 西鉄 89.0 67.7 75.7

大阪メトロ 86.2 70.1 75.6 大阪メトロ 86.8 　 　 70.2 74.4

ＪＲ東日本 73.3 59.7 67.4 新幹線46.1 ＪＲ東日本 74.2 57.3 62.1 新幹線45.6

　うち関東圏 72.6 69.4 71.5 　うち関東圏 73.5 67.7 70.0

JR東海在来線 83.5 55.7 72.6 新幹線46.6 JR東海在来線 83.3 54.9 64.6 新幹線46.8

ＪＲ西日本 83.9 49.9 63.7 新幹線47.3 ＪＲ西日本 84.6 50.9 56.9 新幹線48.0

　うち近畿圏 82.9 57.8 73.7 　うち近畿圏 83.4 59.3 68.5

JR九州在来線 86.9 66.8 80.2 新幹線56.7 JR九州在来線 85.4 55.9 65.1 新幹線52.5

※JR各社は人キロベース

A:2021年度 B:2020年度 Ａ－Ｂ
　 定期 定期 計 　 定期 定期 計 　 定期 定期 計

通勤 通学 外 通勤 通学 外 通勤 通学 外

東武 79.7 80.5 77.6 79.9 79.8 75.8 82.9 55.0 69.1 73.5 3.9 -2.4 22.6 10.8 6.3

西武 74.4 74.9 72.6 80.8 76.7 72.3 78.4 49.9 69.6 71.3 2.1 -3.5 22.7 11.2 5.4

京成 78.2 75.1 76.9 76.2  64.9 71.3 2.0  10.2 5.6

京王 71.1 71.6 69.4 79.7 74.5 66.6 74.0 41.6 67.5 67.0 4.5 -2.4 27.8 12.2 7.5

小田急 73.2 73.8 71.8 80.2 75.9 69.5 78.6 44.6 67.2 68.6 3.7 -4.8 27.2 13.0 7.3

東急 70.3 69.8 72.1 83.7 75.6 66.3 71.6 44.4 70.4 67.9 4.0 -1.8 27.7 13.3 7.7

京急 74.3 75.3 74.7 73.7 64.0 69.5 0.6 11.3 5.2

相鉄 76.7 76.8 76.2 82.8 78.8 76.4 81.7 55.1 71.5 74.8 0.3 -4.9 21.1 11.3 4.0

東京メトロ 67.0 71.4 68.9 70.2 59.7 65.8 -3.2 11.7 3.1

名鉄 85.1 68.6 79.9 82.4 59.7 75.2 2.7 8.9 4.7

近鉄 86.6 69.5 79.7 83.4 63.4 74.5 3.2 6.1 5.2

南海 82.5 67.5 76.4 82.9 62.1 74.4 -0.4 5.4 2.0

京阪 82.6 66.9 74.8 79.7 62.3 71.0 2.9 4.6 3.8

阪急 82.0 84.0 77.1 73.4 77.9 80.4 88.6 60.6 67.0 74.0 1.6 -4.6 16.5 6.4 3.9

阪神 86.2 88.3 78.4 70.9 78.9 84.1 89.7 62.6 64.3 74.5 2.1 -1.4 15.8 6.6 4.4

西鉄 87.6 69.1 79.3 82.1 　 　 65.2 74.5 5.5 　 　 3.9 4.8
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1.1.2. 2022年度第二四半期（上半期）の輸送実績 

 次にすべての移動制限が原則解除された2022年度第二四半期（上半期）の輸送実績を概括するこ

ととしたい。表3に表１と同様、大手民鉄・JR 各社の2022年度第二四半期の輸送人員・運輸収入を、

2019年度を100とする指数で示す。 

まず定期輸送人員は、総体的には回復傾向にあるものの、西高東低の傾向に変化は見られない。す

なわち、関東各社が70台主体であるのに対し、名古屋以西各社は85～90を確保しており、東京圏に

おいて、テレワークに取り組みやすい情報通信産業や中枢管理機能（本社機能）に携わる通勤者の在

宅勤務が、一定程度定着していることが見て取れる。また、東京圏では、東側が80に達したのに対

し、西側では70台前半に留まっている社が見られ、引き続き東高西低の傾向となっている。さらに、

この指数を2021年度第二四半期の指数と比較すると、表4に示すように定期の増加は鈍く、とりわけ

通勤定期についてはその率が小さくなっている。 

一方、定期外輸送人員においては、定期とは逆に関東各社の多くが80台であるのに対し、名古屋

以西各社は70台に留まっている社が多く、東高西低の傾向が続いている。また、新幹線、特急関係

が60台となる中で、国際輸送関連の成田、関空は引き続き50に満たない状況にある。 

なお、2021年度第二四半期の指数との比較では、表4のとおり定期外は2桁の上昇となっており、

特に21年度に低調であった関西各社の増加が大きくなっている。 

 

表3 大手民鉄・ＪＲ各社の輸送人員・運輸収入指数（2022年度上期：2019年度上期＝100） 

 

出典：各社決算短信、決算説明会資料等 

 

輸送人員 　 定期 定期 計 備考 　運賃収入 　 定期 定期 計 備考

通勤 通学 外 通勤 通学 外

東武 81.9 81.2 83.8 85.1 83.0  東武 80.6 80.1 83.8 81.1 80.9 特急67.5

西武 78.1 77.3 80.9 85.3 80.8 西武 77.0 76.6 81.0 84.0 80.8

京成 80.7 81.7 81.1 成田51.3,特急43.7 京成 78.6 66.7 70.6 成田45.1,特急42.9

京王 73.7 71.8 79.4 85.3 78.3 京王 71.1 70.4 76.9 88.0 78.4

小田急 78.0 76.1 82.6 86.0 81.0 小田急 76.2 75.1 82.8 83.3 80.4

東急 72.6 70.5 80.1 89.5 79.3 東急 69.9 69.0 78.5 89.8 80.7

京急 77.1 83.0 79.7 羽田73.9 京急 74.2 76.1 75.3

相鉄 78.0 77.7 79.0 87.6 81.2 相鉄 77.2 77.2 77.1 86.9 82.0

東京メトロ 71.1 79.3 74.5 東京メトロ 70.5 80.7 76.2

名鉄 85.5 77.2 82.9 名鉄 83.5 73.6 78.0

近鉄 85.1 76.8 81.8 近鉄 83.4 72.1 75.7 特急67.7

南海 83.7 74.5 79.9 関空44.0 南海 81.9 66.0 72.1 関空37.0

京阪 84.9 72.4 78.7 京阪 84.1 75.7 78.5

阪急 85.6 85.6 85.7 80.6 83.3 阪急 86.5 86.6 85.7 81.5 83.2

阪神 89.3 90.1 86.3 80.1 84.7 阪神 88.9 89.1 87.2 81.4 84.0

西鉄 88.9 74.0 82.2 西鉄 89.4 73.9 79.7

大阪メトロ 91.2 77.6 82.2 大阪メトロ 90.7 77.6 80.8

JR東日本 77.2 71.5 74.7 新幹線60.4 JR東日本 76.8 69.7 71.6 新幹線61.8

 うち関東圏 76.5 79.4 77.5  うち関東圏 75.9 76.9 76.5

JR東海 82.4 66.3 68.1 新幹線66.2 JR東海 79.9 66.9 67.4 新幹線66.8

JR西日本 85.1 65.8 73.6 新幹線65.5 JR西日本 87.8 67.3 70.8 新幹線66.6

 うち近畿圏 84.5 68.0 78.4  うち近畿圏 86.7 70.7 76.6

JR九州 87.9 75.1 83.5 新幹線69.7 JR九州 87.9 67.1 71.7 新幹線66.6

※JR各社は人キロベース
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表4 大手民鉄各社の輸送人員指数2022年度第二四半期対2021年度第二四半期比較 

（2019年度＝100） 

 

出典：各社決算短信、決算説明会資料等 

 

1.1.3. 関東大手6社の月次データ分析 

 次に以上の状況を、月次データを用いて今少し詳細に分析してみたい。 

 
出典；東武,西武,京王,小田急,東急,相鉄各社の月次開示資料より筆者作成 

図1 関東大手6社の2020年1月⇒2022年10月の月次輸送人員指数の動向（2018年＝100） 

A:2022年度第二四半期 B:2021年度第二四半期 Ａ－Ｂ

　 定期 定期 計 　 定期 定期 計 　 定期 定期 計

通勤 通学 外 通勤 通学 外 通勤 通学 外

東武 81.9 81.2 83.8 85.1 83.0 77.7 79.3 73.3 72.1 75.8 4.3 1.9 10.6 12.9 7.2

西武 78.1 77.3 80.9 85.3 80.8 71.1 72.3 67.0 72.5 71.6 7.0 5.0 13.8 12.8 9.1

京成 80.7 81.7 81.1 76.4 67.4 72.7 4.4 14.3 8.4

京王 73.7 71.8 79.4 85.3 78.3 68.4 70.5 62.2 72.0 69.9 5.3 1.3 17.2 13.3 8.5

小田急 78.0 76.1 82.6 86.0 81.0 70.0 71.3 66.8 71.8 70.7 8.0 4.7 15.8 14.2 10.3

東急 72.6 70.5 80.1 89.5 79.3 67.7 68.6 64.5 76.6 71.2 4.9 2.0 15.6 12.9 8.2

京急 77.1 83.0 79.7 71.3 67.9 69.8 5.7 15.1 9.9

相鉄 78.0 77.7 79.0 87.6 81.2 74.4 75.9 68.9 75.7 74.8 3.6 1.8 10.1 11.9 6.4

東京メトロ 71.1 79.3 74.5 64.7 63.8 64.3 6.3 15.5 10.2

名鉄 85.5 77.2 82.9 83.4 60.1 76.0 2.1 17.1 6.9

近鉄 85.1 76.8 81.8 81.8 60.6 73.5 3.3 16.2 8.4

南海 83.7 74.5 79.9 79.7 58.3 70.9 4.0 16.2 9.0

京阪 84.9 72.4 78.7 80.7 58.9 69.8 4.3 13.6 8.9

阪急 85.6 85.6 85.7 80.6 83.3 79.9 83.3 72.2 64.0 72.4 5.7 2.2 13.5 16.6 10.9

阪神 89.3 90.1 86.3 80.1 84.7 85.4 88.1 75.8 60.6 73.1 3.9 2.0 10.6 19.5 11.6

西鉄 88.9 74.0 82.2 88.3 64.4 77.7 0.5 9.6 4.6
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 図1は、定期（通勤・通学別）・定期外輸送人員の月次データを開示している大手民鉄6社(東武、西

武、京王、小田急、東急、相鉄)の対2018年指数を、直近2022年11月までグラフ化したものである。

（月次分析については、2019年消費税改定に伴う凹凸を避けるため、2018年度を基準とする） 

これを見ると、2020年当初には100を越えていたものが、感染拡大に伴う第一回目の緊急事態宣言

発出時期において、通勤定期旅客が80％程度、通学定期旅客が20％以下、定期外旅客が40％以下に

落ち込み、その後、数回にわたる感染の波を経過しながらも、通学定期旅客については対面授業の再

開、定期外旅客については行動制限の緩和・撤廃によって増加傾向にあることがわかる。しかしなが

ら、通勤定期旅客については、感染拡大以降およそ18ヶ月にわたって減少を続け、2021年秋以降横

這いとなったことが見て取れる。このグラフから、ウィズコロナにあっては、関東6社計で通勤定期

80％弱、通学定期90％程度に定着することが想定されるが、定期外については、テレワーク下にお

ける出勤・出張の動向、Ｅコマースの定着見通し、さらにはインバウンド需要の回復傾向など、不確

定要素が残っており、100％までの回復となるかは議論の分かれるところである。 

次に、通勤定期を各社別にグラフ化すると、最高値の東武と最低値の東急の間には10ポイントほ

どの開きがあり、残り4社がその間に挟まっている。なお、2021年4月以降、それまでほぼ平行線を

描いていた指数に、若干の乱れが生じているが、これは同年度より適用となった「収益認識に関する

会計制度変更」により、輸送数量についても計上方にバラつき（月割り計算、日割り計算、変更なし）

が生じた結果と推察される。 

 

出典；東武,西武,京王,小田急,東急,相鉄各社の月次開示資料より筆者作成 

図2 関東大手6社の2020年1月⇒2022年10月各社別通勤定期輸送人員指数の動向（2018年＝100） 

 

1.1.4. テレワーク（在宅勤務等）の影響 

 通勤定期旅客が前記のような実績となった理由として第一に考えられるのは、在宅勤務を主体とし
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たテレワークの浸透である。テレワークについては各種調査があるが、時系列的に各月の数字が追え

る東京都のデータ（図3）を見ると、テレワーク率は感染拡大から2021年秋まで増加を続けたのち、

弱含みに転じたことが見て取れる。 

 

出典：「テレワーク実施率調査結果」東京都産業労働局 

図3 東京都のテレワーク率推移（従業員30人以上対象） 

 

また、都心5区のオフィス空室率は、図4に示すようにやはり感染拡大から2021年秋まで上昇を続

け、その後横ばいに転じている。これもテレワークに伴うオフィスの見直し（フリーアドレスデスク

化等）が一段落した結果と推察される。 

 

出典：三鬼商事「オフィスマーケットデータ」より筆者作成 

図4 東京都心5区のオフィス空室率推移 
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1.1.5. ラッシュピーク時の人流データ 

 実際の旅客流動状況（ピーク時間帯の自動改札機出場者数）については、国土交通省より図5が公

表されているが、直近の数字は首都圏89％、関西圏83％と、首都圏のほうが高めである。 

 
図5 主要ターミナル駅の自動改札出場者数推移（国土交通省） 

 

出典：西武鉄道ホームページより筆者作成 

図6 西武池袋線池袋駅到着列車の30分毎平均混雑率 
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 また図6は西武池袋線の朝ラッシュ時の状況を同社ホームページから拾ったものであるが、第一回

緊急事態宣言の際に大きく下がった混雑率も、その後は緊急事態宣言や蔓延防止等重点措置において

100％前後の混雑率を繰り返し、直近の行動制限緩和のもとでは、感染拡大前の160％には及ばないも

のの、120％を超える状況となっていることがわかる。 

 なお、国土交通省による2021年度の鉄道混雑率調査（2022.7.22）は図7のとおりであり、各都市圏

とも、2020年度に比べ若干増加したものの、100～110％程度の平均混雑率となっている。 

 

出典；国土交通省鉄道混雑率調査（2022.7.22） 

図7 三大都市圏における鉄道平均混雑率 

 

1.2. 定期券減少率に見る東京圏大手民鉄の分析 

1.2.1. 沿線所得と定期旅客減少率 

 

出典：左「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」内閣府2020年10月 

右「新型コロナウイルスによる意識変化調査」大東建託各年各月（最新調査2022年9月） 

図8 収入階層別による各種テレワーク率調査 
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 図8のとおり、各種調査により、所得の高い階層ほどテレワーク率が高いとの結果が得られている。

また、企業規模が大きいほど、テレワーク率が高いとの結果も得られているが、従来から賃金構造基

本統計などによって、大企業ほど賃金水準が高いことが知られている。これら調査では、ほかにも、

情報通信、教育などの業種、あるいは管理的職などの職種においてテレワーク率が高い傾向にあるが、

これら数値を沿線別に把握するのは難しい。 

そこで、昨年、東京23区から放射状に路線を持つ関東の７大手民鉄を対象に、沿線自治体の所得

水準をテレワーク率の代理変数として、2020年度の定期旅客減少率との一次回帰を検討したところ、

高い相関関係が見られた。1 

 本年は、数字を直近のものに入れ替えるとともに、同じ東京圏である相鉄を加え、大手民鉄8社で

同様の検討を行ったところ、図9の通り引き続き高い相関関係が見られた。さらに、22年度第二四半

期についても同様の検討を行ったところ、図10の通り、相関係数はやや低くなったものの、引き続

き高い相関関係が見られた。なお第二四半期の沿線所得については、自治体別の納税義務者1人当た

り所得と生産年齢人口を用いて計算している。 

 

 

総務省「課税標準額調査」、国勢調査（2020年）および各社決算資料等により筆者作成 

図9 沿線平均所得と定期旅客減少率（2021年度対2019年度）の相関関係 

 

 
1 東京交通短期大学 研究紀要第27号（2022.3）P35 
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総務省「課税標準額調査」、国勢調査（2020年）および各社決算資料等により筆者作成 

図10 沿線平均所得と定期旅客減少率（2021年度第二四半期対2019年度第二四半期）の相関関係 

 

1.2.2. 輸送密度と定期旅客減少率 

 定期旅客減少率は、沿線所得のほか、輸送密度（定期人キロ/延日キロ）とも比較的高い相関が認

められる。図11に2021年度、図12に2022年度第二四半期の検討結果を示す。 

 
出典：各社決算資料、鉄道統計年報より筆者作成 

図11 輸送密度（2019年度）と定期旅客減少率（2021年度対2019年度）の相関関係 
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出典：各社決算資料、鉄道統計年報より筆者作成 

図12 輸送密度（2019年度）と定期旅客減少率（2021年度対2019年度各第二四半期）の相関関係 

 

 輸送密度と定期旅客減少率の相関が高いのは、都心業務地域に近い居住者ほどテレワーク率が高い

ためと考えられる。その傍証として図13に定期券購入者（クレジットカード決済）の20年度におけ

る駅別離脱率の事例を示す。 

 

出典：東武カードビジネス資料より筆者作成 

図13 都心部から郊外部に至る定期券からの離脱率事例 
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 なお、運輸総合研究所のセミナーにおいて、高テレワーク3業種（情報通信業、情報サービス・調

査業、金融・保険業）の地理的分布が図14のとおり示されている。これによると、高テレワーク率業

種は都心部および西側、鎌倉地区に多いほか、埼京線大宮以南、東上線朝霞台以南が比較的多いとさ

れており、輸送密度と定期旅客減少率の相関関係についての傍証となる。また業種別所得とリンクで

きれば所得との相関関係についての補強材料となる可能性も高い。 

 

出典：塚本光啓「コロナ禍においてテレワークが鉄道需要に及ぼした影響」p11 2022.11.4運輸総合研究所 

シンポジウム 

図14 高テレワーク率3業種が就業人口に占める割合 

 

1.3. 定期券減少率に見る関東圏と関西圏の差について 

 各種調査によれば、テレワークの実施率は地域により大きな差が生じている。ここではその代表例

として図15にパーソル総合研究所と大東建託の最新調査を紹介するが、大東建託調査によればそれに

加えて本社部門と本社部門以外のテレワーク率に大きな差があることも明らかにされており、本社機

能が東京一極集中となっていることが地域差の最も大きな要因と考えられる。また情報通信産業が東

京に集中していることも、数字的に明らか2となっている。 

 このほかの要因として、通勤環境（所要時間、混雑率等）が異なること、関西圏においては機能が

分散していることなどが挙げられるが、定量的な分析はなされていない。 

 
2 平田一彦「都市鉄道における新型コロナウイルス最新事情」交通と統計No69 2022年10月号 P66 
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図15 各種調査に見る地域別、職種別のテレワーク率 

 

1.4. 定期外輸送への影響 

1.4.1. 購買行動におけるEコマースの影響 

定期外輸送への影響としては、コロナ禍における購買行動の変化として、リアル店舗からバーチャ

ル店舗（E コマース）への移行、まとめ買いなどの外出行動抑制が、定期外旅客数量に影響している

ものと考えられる。 

 

出典：各社月次開示資料より筆者作成 

図16 関東大手民鉄グループの百貨店、ストア事業対2019年指数推移 

 

図16は関東大手民鉄各社が売上を開示している諸事業のうち、百貨店事業、ストア事業の各月の

合計を、対2019年の指数として示したものであるが、日用必需品を扱うストア事業が堅調なのに対

し、百貨店事業は鉄道輸送人員同様大きな影響を受けており、購買客が都心部まで足を向けない状況

にあることがうかがえる。 

 なお E コマース総体としては、図17とおり、コロナ禍にあっても目立った伸びは見受けられない

ものの、内訳を見ると物販系が大きく伸びている一方、サービス系（旅行、飲食、チケット等）は大

きく減少しており、やはり外出行動抑制につながっているものと考えられる。 
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     出典：経済産業省「電子商取引に関する市場調査」 

図17 電子商取引市場の状況 

 

1.4.2. 観光輸送 

 観光分野はコロナ禍によって最も大きな影響を被った分野のひとつであり、観光産業はもちろんの

こと、鉄道輸送にも大きな影響を与えた。観光庁の旅行・観光消費動向調査によれば、図18のとお

り、第一次緊急事態宣言発出時には旅行・観光支出が指数で20以下に落ち込んだが、その後、数次

の波を繰り返しながら、行動制限緩和によって2022年には90を越える月も出てきている。観光輸送

は、通勤輸送や買物輸送とは異なり、本源的需要の性格を持つことから、コロナ禍以前の水準

を回復する可能性も十分にあるが、鉄道事業としては、コロナ禍以降、近距離、短期、自家用車利

用に流れがちな観光旅客を、どのように取り込んでゆくかが大きな課題である。 

 一方、インバウンド観光については、図19に示した訪日外国人指数のとおり、2020年度、2021年

度は事実上消滅した。しかし、2022年度の段階的出入国規制緩和によって回復の兆しが見られ、各

種訪日外国人旅行者の意向調査によっても、日本が新型コロナウイルス感染症終息後の旅行を希望す

る国・地域に選ばれていることから、今後回復軌道に乗ることが期待できる。ただし、オーバーツー

リズム（混雑、騒音、器物等破損、宿泊費等高騰）対策や体験型観光の充実などが不可欠であるほか、

それを鉄道事業に取り込む工夫が求められるのは、国内観光と同様である。 
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出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」より筆者作成 

図18 国内の旅行・観光支出月次指数推移（2018年＝100） 

 

 

出典：日本政府観光局（JMTO）「訪日外客数の動向」より筆者作成 

図19 訪日外国人月次指数推移（2018年＝100） 

 

1.5. その他の影響 

1.5.1. 事故・輸送障害 

国土交通省がまとめた2021年度の「鉄軌道輸送の安全に関わる情報」によると、運転事故件数は

過去30年間の最低水準となった前年に引き続き低水準であった。その内訳を見ると、人身障害、と

りわけホームでの接触事故が減少しており、また事故に至らなかった輸送障害においても、ホームか

らの転落において過半を占める酔客の転落が大幅に減少している。これは、同情報も指摘するように、

新型コロナウイルスによる行動変容によるものと考えられ、あまり報道はされないものの、通勤混雑

緩和とともに、新型コロナウイルスのもたらした影響のひとつとして認識されるべきであろう。 
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出典：国土交通省鉄道局「鉄軌道輸送の安全に関わる情報」 

図20 人身傷害事故件数（左）ホームからの転落件数（右）の推移 

 

1.5.2. ダイヤ改正 

列車ダイヤについては、研究紀要第27号に記載のとおり、感染拡大当初の2020年度においては、

行動変容を背景とした終電の繰上げを含む深夜時間帯の改正が主体であったが、2021年度に至りデ

ータイムを含む広範な時間帯において、各社で運行本数削減を中心としたダイヤ見直しが行われた。 

見直しは22年度に入っても続いており、12月に発表された JR、大手民鉄各社の2023年3月改正計

画によってもその方向は基本的には不変である。ただし、需要喚起につながるダイヤ構成や優等列車

の停車駅見直し、着席列車の増発や需要の戻りに配慮した見直しも多くの社で計画されている。 

1.5.3. 運賃・料金 

1.5.3.1. 収支状況 

 鉄道事業の収支状況は、21世紀に入り、デフレ経済下におけるコスト抑制、低金利政策、大都市

への人口集中等より、都市鉄道を中心に好調が続き、リーマンショックや東日本大震災の影響を受け

ても堅調を維持した。しかし、新型コロナウイルスは、前記２つの影響を遥かに凌駕するマイナスを

もたらし、2020年度は大手民鉄全社が営業段階で損失を計上、15社計の営業収支率が90を下回ると

いうかつてない事態を招来した。その状況は図21のとおりである。 

 2021年度は、旅客数の一定の戻りや各社のコスト削減により、営業収支率がほぼ100となり、2022

年度第二四半期には109にまで回復したが、未だ2019年度以前には及ばない状況となっている。この

ため、各社とも一層のコスト削減に注力するとともに、既認可済運賃の上限の範囲内での改定、回数

券制度の廃止、届出で改定が可能な諸料金の見直し等を行う事例も多く見られるが、上限運賃改定に

向けた動きも生じている。 
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出典：数字でみる鉄道各年版、ただし21年度、22年度第二四半期（上期）は民鉄協ニュース 

図21 大手民鉄15社の収支率推移（1995年度～2022年度第二四半期） 

 

1.5.3.2. 運賃改定の動き 

 21年度に入ると、運賃改定の動きが表面化、11月には東急と近鉄が決算説明等において運賃改定

の意向を表明し、2022年1月には東急が運賃改定を申請。近鉄ほかがこれに続いた。22年末の状況は

表5のとおりである。 

 

表5 各社の運賃改定申請・認可・表明等一覧 

 

出典：各社ニュースリリース（京王、京急は決算説明会資料） 

 

このうち、近鉄、JR 四国、南海は、申請の段階から平年度収支率が90％台前半という、いわゆる

赤字申請であるほか、JR 四国においては、定期運賃の割引率を見直し、20％を超える改定としてい

るのが特徴であり、国鉄時代の高割引率の是正を図ったものと推察される。 

 なお、計算の前提となる輸送数量については、各社の置かれた状況を反映し、表6のとおりまちま

ちであるが、その根拠については「申請上の計算式に基づく」とだけ記されており、開示情報は少な

い。費用面についても同様である。 
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表6 運賃改定申請における各社の輸送数量見通し 

 

出典：各社運賃改定申請ニュースリリース 

 

1.5.3.3. 駅バリアフリー料金制度 

2021年12月に運用細目を定める通達によって制度化され、昨年の研究紀要でも紹介した「駅バリ

アフリー料金制度」については、2022年4月の JR 東日本、東京メトロ、東武の活用表明以降、西武、

小田急、相鉄、京阪、阪急、阪神、西鉄、JR 東海、JR 西日本などが相次いで活用を表明し、結果的

に本運賃改定を指向する社以外のほとんどが利用する見通しとなった。その結果、2023年春に大都

市圏鉄道において1乗車10円を上限とする料金制度の実施が確実となっている。 

1.5.3.4. 交通政策審議会での検討 

2022年2月に設置された交通政策審議会小委員会（陸上交通分科会鉄道部会鉄道運賃・料金制度の

在り方に関する小委員会）は、事業者等のヒアリングを経て、2022年7月26日、中間とりまとめを公

表した。その要旨は次のとおりである。 

・安全・サービス水準の高度化・多様化など、鉄道事業を取り巻く社会経済状況は大きく変化。 

・現行制度は、改定に際し、相当の期間・コストを要し柔軟性に欠ける。 

・当面の対応として、現行の運賃・料金制度を前提に、次の諸項目を検討する。 

①  総括原価の算定方法の見直し（安全・安心や環境といった今日的な課題に対応する投資

やコストを反映する手法等） 

②  現行制度の運用の改善・工夫等で実施できる運賃・料金の柔軟認可（全体として増収に

ならない運賃・料金、受益と負担が明瞭な場合の新たな料金など） 

③  地方部における地域モビリティの維持・確保に向けた認可運賃とは異なる運賃設定を可

能とするような制度 
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・将来の検討課題として、現行の運賃・料金制度そのものを見直し、自由度の向上や多様化と利用

者利益の保護や利便性の確保のバランス等について議論を深め、柔軟な運賃・料金制度の実現をは

かるほか、ICカード等に係るシステムの見直しを行う。 

このうち、「全体として増収にならない運賃・料金の柔軟認可」については、2022年9月14日、国

土交通省鉄道局鉄道事業課から「運賃収入の増加を目的としない運賃の上限の変更に関する処理方針」

が示され、2日後の2022年9月16日、JR 東日本がオフピーク通勤定期運賃制度を導入し10％の値下げ

を行うとともに、通常の定期運賃を1.4％値上げする申請を行った。12月27日に認可となり2023年3

月18日に駅バリアフリー料金制度とあわせ実施の予定である。 

 

2. 鉄道グループに与えた影響 

2.1. 2022年度第二四半期決算に見る大手民鉄連結決算の動向 

 2020年、2021年の状況については研究紀要第27号で報告したところであるので、ここでは2022年

度第二四半期決算の状況を中心に述べることとしたい。 

関東大手民鉄8社および大手民鉄15社グループの営業収益、営業利益を、2019年度第二四半期と比

較し、その変動額をセグメント別に要因分析したものが図22、図23である。 

 

 

出典：各社決算短信、決算説明会資料等 

図22 関東大手民鉄8社2022年度第二四半期収益・利益セグメント別変動要因グラフ 
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出典：各社決算短信、決算説明会資料等 

図23 大手民鉄15社2022年度第二四半期収益・利益セグメント別変動要因グラフ 

 

 これを見ると、関東大手8社、大手15社ともに、収益面では流通セグメントの減少が最も大きく、

利益面では運輸セグメントの減少が最大で、続いてレジャーセグメントの減少が大きい。ただし、

15社すべてが連結営業利益を計上しており、6社が損失であった昨年に比べ大幅な改善となっている。 

なお、各社とも2021年度から「収益認識に関する会計基準」を適用しており、流通セグメントの

収益減少はそれが影響したものと推察される。2022年度からセグメント別影響額の表記がなくなっ

たため、参考として表7に2021年度第二四半期のセグメント別影響額を記す。 

 

表7 2021年度第二四半期の「収益認識に関する会計基準」適用による影響額（百万円） 

    運輸 不動産 流通 レジャー その他 計 

関東大手8社 収益 -1,218 -7,883 -152,075 12,311 -28,016 -176,881 

  利益 34 -13 -5 1,512 141 1,669 

大手15社 収益 -32 -9,123 -252,705 33,729 -31,515 -259,646 

  利益 -227 54 -252 3,175 189 2,939 

出典：各社決算短信、決算説明会資料等 

 



新型コロナウイルスが日本の都市鉄道に及ぼした影響（再論） 

- 75 - 

2.2. 貸借対照表（バランスシート）への影響 

貸借対照表（バランスシート）の分析については、各社ごとに変動要因が異なり、すべてを記載す

るのは紙幅の制約により難しいため、ここでは昨年同様利益剰余金の動向のみを記すこととしたい。 

表8は2019年度末（2020年3月末）から2022年度第二四半期末（2021年9月末までの30か月間）の

利益剰余金の動きを示したもので、総じて減少傾向にあることは昨年同様である。特にホテル、旅行

業などのレジャーセグメントの比率が高いグループにおいては、セグメントの再編やバランスシート

修復諸施策が行われている。なお再編の状況や、備考欄に記載の各項目の詳細については、各社決算

資料、ニュースリリース等を参照されたい。 

 

表8 主要各社の利益剰余金の動向（2022年9月末日対2020年3月末日） 

 

出典：各社決算短信 

 

2.3. 2022年における関東大手民鉄グループ事業の動向 

 表9に、売上データを月次開示している関東大手民鉄グループの主要事業の動向を記す。 

 百貨店事業とストア事業については、1.4.定期外輸送の項でその趨勢を記したとおり、食料品等日

常生活用品を扱うストア事業が堅調であるのに対し、百貨店事業は鉄道事業同様、感染の波を受けて

いる。またバス事業も概ね鉄道事業と同じ傾向である。レジャー事業の代表格であるホテル事業につ

いては、インバウンド需要が好調であった反動で、低水準に留まっているところが多い。 
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表9 関東民鉄各社のグループ事業の収入動向（2022年：対2019年比％） 

 

出典：各社月次開示資料 

 

3．都市構造の変化 

住民基本台帳人口移動報告（月例）の2020年以降の転入（転出）超過数を表10に示す。例年3月の

入学、就職時期にみられる東京圏への大幅な転入超過は、2021年に18％、特に東京23区は36％の大

幅な減少となり、23区では毎月の転出超過累計が春の転入超過を上回った結果、四半世紀ぶりの年

間転出超過となった3。しかし2022年においては、3月の転入超過が東京圏で2％、東京23区で20％の

増加に転じる一方、23区の各月の転出超過は図24のとおり、月4000人ベースから1000～2000人ベー

スに減少しており、本年は年間で転入超過に戻る見通しである。 

北関東においても、春の転出超過以外に目立った増減はなく、コロナ禍によって増大した東京23

区からの転出も、結局は在宅勤務等勤務形態の変更に伴う都心部から近郊部への移動に留まり、それ

も1.1.3に記した2021年秋以降のテレワーク普及の一段落により収まりつつあると見るのが妥当と思

われる。 

 
3 東京交通短期大学 研究紀要第27号（2022.3）P45 
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表10 住民基本台帳人口移動報告にみる関東都県別月別転入（転出）超過状況推移 

 

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 

 

 

 

出典：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」 

図24 住民基本台帳人口移動報告にみる関東エリア別転入（転出）超過状況推移 

 

4．小括 

 新型コロナウイルス感染が拡大し、生活に大きな影響を与えてからすでに3年が経過した。感染は
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続いているものの、社会はウィズコロナに向けた着地点を模索しつつある。ここでは小括として、都

市鉄道、鉄道グループとしての今後の見通しと注目点を述べてみたい。 

4.1．輸送数量の見通し 

 まず、都市鉄道需要の最大割合を占める通勤輸送については、いわゆるエッセンシャルワーカーは

もとより、通常のオフィスワーカーにおいても、テレワークの普及に一定の限界が見られ、導入率は

横ばいの状況にある。現状は、テレワークにメリットを見出せない組織・個人がオフィスワークに回

帰する一方で、今回の事態を契機に、テレワーク本来の目的である女性・高齢者・障がい者の雇用促

進や、ワークライフバランスを実現するために導入しようとする動きが拮抗している状況ではないか

と推察され、業種、職種の構成割合によって地域的跛行性はあるものの、今後しばらくは2022年度第

二四半期の水準（感染拡大前の75％～90％）で推移する可能性が大きいものと思われる。 

 一方、定期外輸送のベースとなっているその他の業務、私事（買物、食事、社交、娯楽、行楽等）

を目的とした外出は、買物におけるＥコマース・まとめ買い、通院におけるオンライン診療といった

社会変化の先取り的性格のあるものについては回復が限定的であるが、郊外転居者の都心往来といっ

た新たな需要が見込まれるほか、本源的需要の性格が強い観光輸送、特にインバウンド関連について

はコロナ以前の成長軌道に戻ることも十分に考えられる。 

 これらを総じて言うならば、各社が運賃改定申請に際して想定している対コロナ前90％前後という

数字は、概ね妥当ではないかと考えられるところである。 

4.2．鉄道事業経営の側面から 

 鉄道グループ事業は、旅客運送業をはじめ、百貨店業、旅行業、ホテル業などが大きな影響を受け

たが、ＢtoＢが中心である不動産賃貸業、貨物運送業、建設業と、生活必需品を扱うストア・近郊駅

ビル事業などは堅調である。各社ともそうした状況を踏まえて資産の流動化やＭ&Ａによってバラン

スシートの修復、セグメントの再編を行うとともに、新たな方向性を模索しつつある。各社が決算説

明会等で打ち出している様々な理念・戦略を纏めると、概略表11のようになる。 

 

表11 各社が掲げる経営理念・目標 

 

出典：各社決算説明会資料ほか 
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ここに記されている項目のうち、すでに多くが着手され、実行に移されている案件も見受けられる

が、これらが着実に実を結び、目標を達成してゆくかどうかが注目される。 
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